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1．は  し  が  き  

技術進歩の過程では常に新・旧技術の併存という現象が観察きれる。この新・旧技術の併存  

現象は技術進歩の導入に関する個別経常間のtime－1agの結果として個別経営間において観察  

きれると同時にしばしば個別経営の内部においても観察きれるものである。   

技術進歩の過程におけるこの新・旧技術の併存現象は「技術進歩のおくれ」1）といわれるも  

のであり，技術変化の過程における経済的，技術的摩擦2〉に基づく動態過程に固有な問題であ  

る。   

本稿の主題は戦後のわが国の農業において最も主要な技術進歩である動力耕転機が畜力に代  

替していく過程に関連して，以上に示すような摩擦に基づく「技術進歩のおくれ」という動態  

過程に固有な問題を計量分析しようとするものである。   

次節において示きれるように，わが国の農業において動力耕転機と畜力の併存現象が極めて  

長期間にわたって観察された。これはいうまでもなく，動力耕転機導入の個別経常間のtime－  

1agに基づくものであると同時に一部の個別経常にみられた一定期間にわたる動力耕転機と萬  

力の併用に基づくものである3）。   

以下の分析では動力耕転機と畜力の代替の過程を動力耕転機の普及過程（di伽sion process）  

として把え，この普及過程の分析を通して「技術進歩のおくれ」に関する問題への接近を試み  

ようとするものである。   

ところで，近年，技術進歩に関する経済学的研究が多くなされるようになっているが，それ  

らの多くは技術進歩の程度と方向（rateanddirectionoftechnicalchange）に関するもの，即  

ち，技術進歩率の計測や技術進歩の偏りの計測に関するものがほとんどであり4），技術進歩の  

普及過程に関する経済学的研究は極めて少ない。   

Z．Griliches5）やE．Mans丘eld6）の研究は技術進歩の普及過程に関する経済学的研究の数  

少ない事例である。Z．Grilichesの研究は技術進歩の普及過程をLogistic Curve によって把  

握し，LogisticC一ユrveより導出される三つの変数，Origin，Rateofacceptance，Ceilingによ  

って普及過程の三つの局面について地域間の分析を行なったものであり，E．M卿眉点eldの研  
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究も同様な方法によって，特に，Rateofacceptanceについて種々な技術進歩および企業間の  

分析を行なったものである。本稿の分析も以上に示すようなZ．GrilichesやE．Mansfieldの  

研究に基礎をおくものである。   

次節ではわが国における動力耕転機の普及過程について以下の分析のための予備的考察を行  

なう。3節では分析方法と地域ごとのLogisticCurveの計測がなされる。4節では計測きれ  

たLogisticCurveより導出される三つの変数Ip＝0．05，b′，Kについて回帰分析による要因分析  

がなきれる。   

1）「技術進歩のおくれ」に関する問題を分析したものとして文献〔19〕がある。   

2）東畑精一先生は既に昭和6年に「農業における技術の発展」に関する研究において，技術の経済的，  

技術的慣性の問題を分析されているが，ここでいう経済的，技術的摩擦に相当する指摘を多く含んで  

いる．文献〔24〕参照。   

3）たとえば，昭和35年12月の時点で，全国平均動力耕転機と畜力（役肉用牛または馬）を併せて所有す  

る農家が5．6％，動力耕転機のみ所有する農家が9．4％，畜カのみ所有する農家が34．5％，いずれも所  
有しない農家が50．5％あったことが示される（農業調査結果）。   

4）文献〔5〕，〔21〕参照。   

5）文献〔1〕参照。   

6）文献〔11〕参席。  

2．予 備 的 考 察  

わが国における動力耕転機に関する研究は農業機械化に関する一連の研究7）のなかで既に極  

めて多く展開されてきているが，なかでも動力耕転機の経済性8），普及過程9）及び普及の促進  

要因10）にかかわる問題はこれらの研究における主要な問題徳域であった。本節の以下の部分に  

おいては，これまでの主要な研究成果を概括しつつ特に動力耕転機の普及過程に関する事実の  

整理を行ない，次節以下の分析に必要な予備的考察を行なうものである。   

ところで，わが国の農業における動力桝転機の普及は旧く戦前までさかのぽるが11），昭和28  

年以降の普及過程は第1図に要約して示きれる。この間，動力耕転機と畜力の併存現象が長期  

間にわたって存在したことが理解されよう。動力耕転機の普及過程は第1図に示されているよ  

うに，使用農家率，所有農家率，所有台数率の三つの指様によって示きれる。これらの三つの  

指樟間には各年度で差異がみられるが，普及過程全体の傾向はほぼ同様なものである。   

久守藤男氏は1960年代水田農業機械化の性格に関する研究12）のなかで第1図において示きれ  

るようなわが国の動力耕転機の普及過程をE．ロジャース13）の理論にしたがって，利用農家率  

5～7％であった昭和30年を革新者の時代から初期採用者の時代への移行期，利用農家率が18  

％になった33年以降36年までを他の追随農家へのデモンストレーションの時代が終り急速な普  

及時代としての前期追随者の時代，36年以降を後期追随者の時代として類型化した。   

更に，多くの研究によってわが国の動力耕転機の普及について階層性と地域性が指摘きれ，  

普及の初期においては米作先進地である佐賀，福岡，岡山などの特定地域に，また，2h孔以上  
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第1図  

の大規模層の農家群に普及の中心があり，普及の進展とともにこれらの普及の地域性，階層性  

が再編されつつあることが示された14）。   

西垣一郎氏娼）は動力新患機普及の地域性に着目して，これに関して昭和34年の「農家経済調  

査」結果を用いて回帰分析による要因分析を行なった。この分析において考慮きれた要因及び  

これらの要因と農家100戸当り所有台数ズ1との間の単純相関係数は次に示す如くである。  

一私：農家100戸当り所有台数  哉：1戸当り農業粗収益（γ1．2＝0．893）  

為：農業所得（γ1．3＝0．887）  為：可処分所得（㌢1．4＝0．458）  

薫：耕地面積（れ．5＝0．787）  薫：水田面積（γ1．6＝0．604）  

」豹：農業従事者数（デ1．7＝0．461）  為：役畜頭数（㌢1．8＝－0．482）  

為：乳牛歯数（㌢1．9＝0．542）  為0：預貯金（γ1．10＝－0．146）   

以上の諸要因のなかから線型重合等の計測上の問題を考慮しつつなされた比較的良好な計測  

結果は次のような諸式である。但し式中（）は棟準誤差を示すものである。  

ガ21．2＝0．797  為＝－11．5＋0．640為  

（0．114）  

薫＝－8．23＋0．844薫  

（0．155）  

ズi＝－3．64＋1．41．鴇  

（0．391）   

ガ2川＝0．787  

ガ21．5＝0．619  

ズi＝－11．046＋0．614範＋0．123端  点21．26＝0．799  

（0．158） （0．456）  

点2川8＝0．736   為＝0．636十1．294」鴇－0．058羞  

（0．312）（0．029）  
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これらの計測結果によって明らかなように，農家100戸当り所有台数あ，即ち，普及率と比  

較的相関の強い要因は農業粗収益為，農業所得為，耕地面鏡為であり，（1）～（3）式によっ  

て示されるように，これらの要因によって説明される普及率の変動部分，即ち，決定係数虎2  

は各々0．797，0．787，0．619である。また，（1）式に水田面積凝，（3）式に役畜歯数足音を加  

えることによって説明される普及率の変動部分点2は（4），（5）式に示きれる如く，ほとんど故  

事きれず，普及率の変動を説明する主な要因が農業粗収益，農業所得，耕地面積であることが  

示された。   

ところで，一般に普及過程は多くの局面によって構成されるものである。したがって，動力  

●● 耕転機の普及過程に関するより多くの情報を得るためには普及過程の特定の局面に関する分析  

●● のみでなく，普及過程のより多くの局面に関する分析が必要であること，また，特定の条件下  

の普及過程に関する時系列的分析のみでなく，条件を異にする下での種々な普及過程に関する  

比較分析が必要である。以上に概括したこれまでの分析は必ずしもこれら二つの面の考慮が十  

分なされているとはいえない。   

そこで，動力耕転機の普及過程を昭和30年以降，ほぼどの地域16）においても普及がゆきつく  

す昭和42年までについて地域間の比較を行なうと，普及過程の諸局面において地域間の差異  

が観察され，したがって，普及の全過程自体地域間で異なったパターンを示すことが観察され  

る。第2図はわが国における動力  

耕転機の普及過程について，地域  

別の主要なパターンを示したもの  

である17）。第2一因より容易に理解  

されるように，一つは動力耕転機  

％
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普及の初期の局面について，動力  2。  

耕転機の普及率が一定水準に到達 10  

する時点（3節以下の分析では理   
0  

論的に推定される普及率が5％水  
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第2 図  

準になる時点に注目している）が地域間で異なっていること，二つは動力耕転機の普及が急速  

に展開する局面について，動力耕転機の普及の速度が地域間で異なっていること，三つは動力  

耕転機普及の終りの局面について，動力耕転機の普及が最終的にゆきつくす水準（ほぼどの地  

域においても昭和42年頃）が地域間で異なっていること，主に以上の三点が指摘される。   

以上に示すように，動力耕転機の普及過程における三つの局面に着目することによって，ま  

た，これらに関する地域間の比較を行なうことによって動力耕転機の普及過程に関するより多  

●● くの情報が確保きれるのであり，これらの情報をより有効に利用しようとする分析が3節以降  

の主題となることはいうまでもない。  
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7）わが国における農業機械化に関する文献は極めて多いが，特に機械化全般を論じたものとして文献  

〔9〕，〔16〕，〔22〕を参考にした。   
8）たとえば文献〔幻〔22〕   

9）たとえば文献〔15〕〔16〕〔22〕  

10）文献〔15〕〔16〕〔22〕〔25〕  

11）わが国の農業に関する統計において動力耕転機が登場するのが，昭和6年であり，少なくともそれ以  

降わが国の農業について動力耕転機と畜カの併存現象が観察されることになる。  

12）文献〔10〕参照。  

13）E．ロジャースは技術革新の普及過程を，新技術の採用順位によって農業者を革新者（2．5％），初期  

採用者（13．5％），前期追随者（34％），後期追随者（34％），遅滞者（16％）に分類し，それぞれを普及過  
程における一つの時期として区分した。  

14）文献〔16〕，〔22〕参照。  

15）文献〔15〕参照。  

16）以下，本稿で地域という場合ば全て，東北，北陸，北関東，南開泉 東山，東海，近畿，山陽，四国，  
北九州，南九州の12の農区を指している。  

17）12の地域別の普及率の年次的変化については次節の付表を参照。  

3．分  析  方  法  

特に，前節後半においてはわが国の動力耕転機の普及過程における三つの局面に関して，地  

域間に差異の観察されることを示したが，第2図における各々の地域の普及過程を示す普及曲  

線はいずれも類似した形状をなすものであり，一般にS字型の成長曲線によって近似きれるべ  

き形状をなしている。本稿の分析方法は問題とする普及過程をS字型成長曲線の一つである  

LogisticCurveによって把握し，動力耕転機普及の地域間の差異をLogistic Curveの地域間  

の差異として分析しようとするものである18）。   

ところで，LogisticCurveは一般に（6）式  

g  
（6）  タ的  

ただし，ク（≠）；普及率，α，∂，∬；定数，〆；時間  

によって表わされる。したがって，（6）式によって表わきれるLogisticCurveは定数a，b，K  

が与えられることによって特定化（spec吋）される。換言すれば，α′∂ノ∬が与えられることに  

よってLogistic Curveの形状が一意的に定まる。ここで，本稿の分析に先だって，Logistic  

Curveのもつ属性について整理しておくことが便利である19）。LogisticCurveの多くの属性の  

なかで次に示す属性はその基本的なものである。一つはLogisticCurveが，lが無限に大きく  

なるにしたがって一定水準∬に漸近的に接近し，tが無限に小きくなるとき0に漸近的に接近  

する。二つはLogisticCurveの傾きが（6）式のlに関する1次微分  

意タ（軒〒一摩・｛∬一期  （7）  

によって示きれるように，定数∂ノ既に達成きれた普及水準ク恥上方漸近線からの希離の程度  

‡∬－ク（≠）‡及び耳庭依存するものであり，したがって，ぞれは時間と共に変化する。三つは以  
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上のことと関連して，LogisticCurveは変曲点ト‡）に関して対称的である。第3図は以上  

に示したLogisticCurve のもつ基本的な属性を  

端的に示している。   

本稿の分析は以上に示すような基本的属性を有  

するLogisticCurveによって動力耕転機の普及過  

程を把握する方法をとることを一つの特徴とする  

ことは既にのべたが，前節後半において設定した  

間超，即ち，動力耕転機の普及過程における三つ  

の局面についての地域間の差異の分析にとって有  
第3 図  

効な三つの変数をLogistic Curveの計測によって導出することができる。一つは普及率の理  

′ヽ 論値タ（‘）が一定水準βに到達する時点であって，（6）式により次式が導かれる。  

ク  1職－α  

（8）   
／p＝右＝  

二つはLogisticCurveの傾きを構成する定数bである。三つはLogisticCurveにおける上  

方漸近線∬である。勿論，ここに導出きれるこれら三つの変数は相互に依存関係をこあるが，本  

稿の分析ではこれら三つの変数が相互に独立な変数であるという仮定のもとに議論が展開され  

る。   

ところで，以上に示きれる三つの変数gp≡あ∂ノ∬に関する経済学的理解は当然，普及過程に  

関する経済学的理解，したがって，ここで計測きれる LogisticCurveに関する経済学的理解  

に規定される。本稿における普及過程に関する経済学的理解は最初にのべた如く，技術進歩の  

過程における調整過程，即ち，新技術が旧技術に代替していく過程における経済的・技術的摩  

擦に基づく動態的な調整過程というものである。LogisticCurveはまさにそのような動態過程  

の一つの経路（dynamicpath）を特定化するものであるというのが本稿における一貫した理解  

である。したがって，変数毎＝面，∂′gに関する次のような経済学的理解が導かれる。   

変数毎尋は先にも示した如く，普及率香わが一定水準卓に到達する時点を示すものである。  

本稿では一定水準βを5％と定めた。ここで5％という普及率は前節注13）に示したE．ロジャ  

ースの分類にしたがえば，技術革新の普及過程において，革新者の時代から初期採用者の時代  

への移行期にあたる時期の普及率である。したがって，変数′卵0．鵬は新技術の導入が定着し，  

その後に急速な普及過程が展開するtimingを示すものである。換言すれば，技術進歩の過程  

における調整の動態的経路の初期時点を示すものである。   

変数∂は調整過程における調整の速さを示すものであり，調整の動態的経路を示すL喝istic  
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Curveの懐きを構成する一つの要素である。即ち，LogisticCurveの傾きは（7）式によって示  

きれたが，そこで明らかになったように，Lo痴頓Curveの憤き孟タ（のは摘草び馨†∬一  

掬‡より構成され，もし普‡g一掬）が所与ならば去ろのは摘よって規定きれる0この意  
味において変数bは調整の速さを示すものであり，LogisticCurveの懐きを示すものである。   

変数∬は新技術の普及過程において普及がゆきつくす水準を示すものである。換言すれば，  

技術進歩の過程における経済的・技術的摩擦に対する調整が全て行なわれた後の一つの均衡状  

態を示すものであり，新技術に対する経済の有する受容力（capacity）を示すものである。   

以上に示すような経済学的理解にたって，三つの変数gp≡0．05，∂，∬の計測を行なうことが本  

節の残された作業である。   

ここで，三つの変数の計測にあたり一つの重要な単純化がなされる。本稿で問題とする動力  

耕転機は戦前，わが国において導入されて以来，常に大巾の改良や新しい機種の開発がなきれ，  

このことがわが国の動力耕転機の急速な普及を促進した重要な要因として指摘きれているとこ  

ろである郷。本稿では全ゆる種類の動力耕転機を旧技術としての畜力に対する一つの新技術と  

して把握する方法をとり，したがって，一つのLogistic Curveによってその普及過程を把握  

する方法が可能になる。   

ところで，Logistic Curveの計測は種々な方法によってなされるが21）本稿では次のような  

計測方法をとった22）。   

葦2図において示されているように，わが国における動力耕転機の普及はほとんどの地域に  

おいて，昭和42年ないし43年にほぼ頂点に到達していると考えられる。したがって，上方漸近  

線gはほぼこれらの頂点の近傍にあることが容易に予想される。本稿では変数gの単純な計  

測方法として，昭和42年の普及率の5％上方に上方漸近線があると仮定し，  

（9）  
∬＝ク（42）×（1＋0・05）   

によって求めた。   

変数あについては（6）式より導かれる次式，   

1職宗功＋∂∠   （10）  

を最小二乗法によって求めることによって得た。勿論，（10）式における∬は（9）式によって求  

めたgの値が用いられ，ク（わは各地域について示した付表が用いられた。なお，変数∂につい  

ては更に地域間で異なるgについて調整された変数∂′＝∂・gを求め，次節の分析ではここに求  

めた調整きれた変数∂′について回帰分析による要因分析を行なう牢㌔   

変数gp≡0．05は以上において求められたα，∂，∬の値を次式  
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如5ニ1職謹誌5－α  
（11）  

∂   

に代入することによって求められるが，便宜上，昭和30年を原点として換算した。   

以上に示すような計測方法によって得られた結果を第1表に示した。第1表より明らかなよ  

うに，各地域について求められたLogisticCurveの決定係数R2の値がほぼ1に近く，動力耕  

転機の普及過程がLogisticCurveによってよく近似され，したがって，本稿の分析における  

LogisticCurveの適用妥当性を示していることが理解される。また，以上に計測きれた三つの  

変数について地域間での差異が存在し，  

（i）変数gp≡0．05の計測結果より，北陸，南関東，東北において動力耕転機の普及率が5％  

になる時期が特に早く，逆に，南九州において著しく遅いこと。  

（ii）調整された変数∂′の計測結果より，特に北開東，南関末において調整の速度が早く，  

南九州で著しくおそいこと。   

励 変数∬の計測結果より，北開東において特に上方漸近線が高く，南九州において低い  

こと。  

などが主な点として観察される。次節では以上にみられるような三つの変数について存在する  

地域間での変動を規定する要因の分析が回帰分析によってなされる。  

帯1義  果
 
 

結
 
 

謝
 
 

計
 
 
 

の
 
 
 

数
 
 

変
 
 

三
 
 ち＝0．06 】   ∂   l   ∂′  

注）アほ昭和30年を基点とした年数で，たとえばち＝0．05＝3．0は昭和33年を意味している。   

18）わが国の農業における動力耕転機の普及過程について，Logistic Curveの計測を行ったものとして  

文献〔18〕がある．この研究では主として動力耕転機の長期需要予測■がなされている。  

19）Logistic Curveに関する一般的属性を概説したものとして文献〔14〕，〔23〕参照。  

20）勿論，一定水準♪をどの水準に設定するかは任意であるが，技術革新の普及過程に関する諸研究の  

なかで重要な地位を占めるE．ロジャースの研究との連続性を考慮して，本稿の分析では♪を5％水  
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準に設定した。その運済学的意味については本文中に示した。  

21）わが国における動力耕転槻の改良について示したものとしてたとえば文献〔16〕，〔22〕参照。また，  

動力耕転機の普及の主要な促進要因として上記の動力耕転機自体の改良を指摘したものとしてたとえ  

ば文献〔16〕，〔22〕，〔25〕参照。  

22）Logistic Curveの計測方法を示したものとしてたとえば文献〔14〕，〔23〕参照。  
23）本稿におけるLogistic Curveの計測方法はZ・Griliches〔2〕の方法によった。  

付表 地域別動力耕転機の普及率の推移（単位：％）  

注）資料；農林省『農林統計表』，普及率は農家100戸当り動力耕転機所有台数  

4．分   

前節において，動力耕転機の普及過程における三つの局面について観察きれる地域間の分析  

に有効な三つの変数を導出し，それぞれについて経済学的理解を検討した。本節の主題はこれ  

ら三つの変数の計測結果について存在する地域間の変動を規定する要因の分析である。この要  

因分析において考慮される変数は，動力耕転機普及の分析に関する主に三つの基本的理解にた  

って選択された。   

即ち，静一の基本的理解は動力耕転機の普及過程は単に経済的要因に規定されるのみでなく，  

非経済的要因によっても規定きれるという理解である。第二の基本的理解は動力耕転機の普及  

過程は動力耕転機の需要側面にかかわる要因によって規定きれるのみでなく，同時に動力耕転  

機の供給側面にかかわる要因によっても規定きれるという理解である。第三の基本的理解は分  

析の水準と変数選択にかかわるものであり，本稿における動力耕転機の普及に関する分析が，全  

国をほ地域にわけた蔑区（東北・北陸・北関東・南関東・東山・東海・近畿・山陰・山陽・四  

国・北九州・南九州）の水準でなきれ，したがって，ここで選択される変数はそのような農区  

水準の分析に有効なものが選択されなければならないという理解である。   

特に，以上に示した第1の基本的理解は重要である。わが国における農業機械化，なかでも  
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動力耕転機の普及を説明する従来の多くの見解を，加用信文民は①所得効果説，⑧デモンスト  

レーション効果説，⑧家父長制的な「いえ」の崩壊説，④余暇評価の増大説，⑧農民の体格革  

命説の5つに整理して示した24）。他方，土屋圭造氏は上に示すような諸見解が零細な経営規  

模の農家の機械化を経済合理的な視点とは異なる別個の視点から説明しようとするものである  

とし，「／ト貴経営における機械化の経済性」のなかで経済合理的な視点からの再検討を行なっ  

た25）。先に示した第一の基本的理解はこのような農業機械化，特に動力耕転機の普及に関する  

従来の諸見解に対する配慮である。   

以上に示すような三つの基本的理解にたって，本筋の分析において考慮きれる変数のリスト  

を第2表に示した。以下の分析では噸次第2表に示した諸変数と三つの変数∠p≡0．05∂′，gの間  

の要因分析を回帰分析によって行なうが，ここでの回帰分析は変数間の線型，対数線型の二つ  

の関数関係の仮定のもとに，また，通常の回帰係数と標準化回帰係数26）（一般にβ係数といわ  

れるもので，これについては通常の回帰係数の下に（）で示した）の二つの回帰係数による  

分析がなきれる。  

第2表 変  数 リ  ス ト  

ガ9：農家自家用車普及率（昭和42年）資料；  

『農林統計表』  

ズ10‥1戸当り農業所得（昭和42年）単位千円  

資料；『農家経済調査報告』  

∬11：1戸当り農家所得（昭和42年）単位千円  

資料；『農家経済調査報告』  

∬1望：1戸当り経営面積（昭和40年）単位アール  

資料；『農林統計表』  

g13：基幹従事者1人当り経営面積（昭和40年）  

単位アール資料；『農林統計表』  

∬14：農村賃金（男女平均）（昭和42年）資料；  

『農村物価賃金統計』  

ズ15：農家自家用車普及率（昭和42年）資料；  

『農林統計表』  

∬16：農家1，000戸当り農機具小売店数（昭和42  

年）資料；『農業機械年鑑』  

ガ1：1戸当り農家所得（昭和30年）単位千円  

資料；『農家経済調査報告』  

∬望：1戸当り農業所得（昭和30年）単位千円  

資料；『農家経済調査報告』  

∬き：1戸当り経営面積（昭和30年）単位アール  

資料；『農林省統計表』  

∬4；10アール当り水稲収量（昭和30年）単位  

kg資料；『米生産費調査報告』  

ガ5：農家1，000戸当り農機具小売店数（昭和33  

年）資料；『事業所統計調査報告』  

ズ6：非農業所得成長率（昭和30年一昭和42年）  

資料；『農家経済調査報告』  

∬7：畜力普及指数（昭和30年）資料；『農林統  

計表』  

ガ＄：1戸当り経営面積（昭和35年）単位アール  

資料；『農林統計表』  

1）ち＝0．鵬の要因分析   

変数どp≡0・帖の地域間の変動を規定する要因として考慮した変数は第2表における」粗～⊥鴇  

の5つの変数である。変数為・一範・薫は動力耕転機に対する需要側面を規定する経済的変数  

として，為は技術革新の導入に対する農家の態度（意欲度）を示す代理変数であり，動力桝  

転機に対する需要側面を規定する非経済的変数として，薫は動力耕転機の供給側面を規定す  

る要因として考慮されたものである。  
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帯3表 変数間単純相関係数（1）  

∬1  仁∴」行十∵ト†∴苅  l ∬4 l ∬5 ！ gp＝0・05   

変数gp＝0．05とこれらの変数及び変数相互間の単純相関係数を第3表に示した0第3表より  

明らかなように，変数〆p＝0．05と為～」鴇の各変数との間には全て負の相関関係があり，これ  

らの変数二私～一端が大きくなるにしたがい暗和30年を基点とした′p＝0・0与の値は小さくなる0  

この関係は特に毎＝0．05と為との間に強く，為との間には比較的弱い0即ち，動力耕転機  

′ヽ の普及率理論値jlt）が5％水準に到達するtiminglp：0・05は1戸当り農家所得（Xi），農業所  

得（董），経営面積（為）などが大きい程早く，10α当り水稲収量（為）によって示きれる農家  

の技術進歩導入に対する意欲度が強い樫，また，農機具小売店数（薫）によって示される動力  

耕転機の販売努力の程度が強い程早いことが示きれる。特に∠p＝0・05は農家所得が大きい程早  

いが，経営面積の増大が～p＝0．鵬を早める関係は相対的に弱い。   

以上の関係に関する回帰分析の主要な結果が回帰式（ほト（13′）によって示される0  

log存功．05＝5．409－1・893α1喝英一0・626むlog竜   虎2＝0・699   （12）  

（－0．600） （－0・411）  

点2＝0．627   （12′）  ∠吋鵬＝13・193岬0・025α為－0・791為  

（－0．695）（－0・238）  

1喝g㌍¢．05＝1．389－1・715α1堀端－1・010αlog為   点2＝0・695   （13）  

（－0．533）  （－0・663）  

点2＝0．590   （13′）  ∠p；0．05＝13．182－2・661α為－1・863α為  

（－0．581）（⊥0．561）  

これらの回帰式（12）～（13′）はgp＝0．05を従属変数，為～為を独立変数とする回帰式のなかで  

決定係数点2が比較的高く，回帰係数の有意性検定において信頼水準の比較的高いものを含む  

27一 回帰式のみを示したものである。この点は以下変数∂′，∬の場合についても同様である0回帰  
式（12）～（13′）から明らかなように，変数gp＝0・05と変数gi～ぁの間の回帰関係において，一つ  

は変数g野0．05と孔為対数線型関係（12），もう一つは変数メタ主…5と為義の間の対数線型  
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関数（13）が説明力が高い。前者は変数∠折0．05の地域間の変動が農家所得（晶）及び農機具小売  

店数（為）によっておよそ7割まで説明きれること，β係数によって理解されるよう′に，農家  

所得の方が農機具小売店数よりも変数∠p＝0．05の地域間の変動をより多く説明することを示し  

ている0後者は，変数毎功・05の地域間の変動が，10α当り収量（為）及び農機具小売店数（一端）  

によっておよそ7割まで説明されること，β係数によって理解されるように，農機具小売店数  

●● の方が10α当り収量よりも変数∠p≡0・05の地域間の変動をより多く説明することを示している。   

2）がの要因分析   

変数∂′の地域間の変動を規定する要因として考慮した変数は第2表における薫～」鴇の4  

つの変数である。変数為～弟は動力耕転機に対する需要側面を動態的に規定する経済的要  

因として，為は動力耕転機に対する需要側面を動態的に規定する非経済的要因として考慮き  

れたものである。  

帯ヰ表 変数間単純相関係数（2）  

ズ6   l   ∬7   l   ズ8   l   ∬9   l   ∂′   

変数∂′とこれらの変数及び変数相互間の単純相関係数を第4真に示した。第4表より明らか  

なように，変数∂′とY為，為，為の間には正の相関関係が，変数∂′と苅との間に負の相関関  

係がある。前者では変数薫，薫，為が大きくなるにつれ動力耕転機の普及過熱こおける調整  

の速度∂′は大きくなり，後者においては逆に変数弟が大きくなるにつれ変数∂′は小さくな  

る。即ち，動力耕転機の普及過程における調整の速度∂′は非農業所得成長率（薫），経営面横  

（一戦），及び農家の耐久消費財の購入に対する態度を示す代理変数としての農家自家用車普及率  

（一端）が大きい程早くなり，畜力普及指数（薫）が大きい程おそくなる。しかし，これらの相幽  

関係は他の変数〆p＝0．05，gについてみられる相関関係に比較して小さい。   

相関係数によって示される以上の関係に関する回帰分析の主要な結果について回帰式（14）～  

（15′）を示した。これらの回帰式（14）～（15′）によって示されるように，変数∂′と変数薫～為  

の間の回帰関係において，一つは変数∂′と薫，薫，為の間の対数線型関係，もう一つは変数  

∂′と為，為の間の対数線型関係の説明力が比較的高い。前者は変数∂′の地域間の変動が旧技  

術の普及のゆきつくした水準を示す畜力普及指数，1戸当り経営面穫，農家自家用串普及率に  

よっておよそ5・5割説明きれること，β係数によって理解きれるように，農家自家用車普及率  
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が変数∂′の地域間の変動を最も多く説明し，次いで萬力普及指数であり，1戸当り経営面穫の  

説明する部分は小さい。  

log∂′＝－1．090＋0．610わ1喝弟＋0・367el昭為＋0・692α1夜為㍉β＝0・549（14）  

（1．430）  （0．871）   （0・333）  

log∂′＝－1．342＋0・725里喝薫＋0・2881喝薫  

（0．648）   （0・261）   

∂′＝－0．001＋0．018α為＋0．061β為  

（0．610）   （0．340）   

点2＝0．400（15）  

点2＝0．389（15’）   

後者は変数∂′の地域間の変動が非農業所得成長率，1戸当り経営面頓によって4部が説明さ  

れること，β係数より理解されるように，非農業所得成長率が変数∂′の、地域間の変動を多く説  

明し，1戸当り経営面囁の説明する部分は少ないことを示している0   

3）∬の要因分析   

変数gの地域間の変動を規定する要因として考慮した変数は第2表における為0～為6の7  

っの変数である。変数一箪。～為4は動力耕転機確対する需要側面を規定する経済的変数として，  

薫5は動力耕転機に対する需要側面を規定する非経済的要因として，為8は動力耕転機の供給  

側面を規定する要因として考慮されたものである。   

変数ガとこれらの変数及び変数相互間の単純相関係数を第5表に示した。帝5表より明らか  

なように，変数∬と二粗0～二粗¢の各変数との間には正の相関関係が存在し，変数∬と一私0，  

為1，為8の各変数との相関関係が比較的強く，黄2，為3，昂4，為5の各変数との相関関係は  

比較的弱い。換言すれば，動力耕転機の普及過程において，経済的・技術的摩擦に対するあらゆ  

る調整がなきれて後到達する普及率の水準∬は変数薫．0～茸L6が増大すると共に大きくなり，  

この関係は変数ぶと為。，為1，為6との間で比較的強く，為2，薫＄，為4，薫5との間で比較的  

第5表 変数間単純相関係数（3）  

ガ1。l∬11lガ1望l∬13∵ト＼ギ141g15l gl針ト∴ギ  
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logガ＝0・031＋1・2721喝α薫0－0・8脚1増量岳＋0・598αlog為¢皮2＝0．734（16）  

（0・848）  （－0・693）   （0．611）  

ガ＝8・818＋0・114わぁ0－0．435わぁ2＋25．912α為6  

（0・739）（－0・662）  （0．727）  

g＝13・462＋0・029¢為1－0．455¢．弟．8＋2乱652α薫8  

（0・346）（－0．262）  （0．800）  

ガ＝27・154＋0・059¢昂．0－0・75ア。範8＋30．641α為6  

（0・639）（－0・435）  （0．855）  

虎2＝0．683（16′）  

点2＝0．664 （17）  

月旦＝0．639 （18）  

logK＝   ＋0・654elog量0－0・74lclogXi3＋0．750alog＆6 R2＝0．616（19）  

（0・436）  （－0・398）   （0．767）  

1喝∬＝  0・527りog為0＋0・409りog為4＋0・397¢1昭為6 月望＝0．617（20）  

（0・351）   （0．282）   （0．406）   

弱い0以上の関係に関する回帰分析の主要な結果が回帰式（16）～（20）によって示きれる。   

これらの回帰式によって示されるように，変数gと変数量0～ズi¢の間の回帰関係におい  

て比較的説明力の高い回帰関係が他の変数∠p＝…5，∂′の場合に比較して多くある。これらのう  

ち，主な結果についてふれておけば，一つは（16）式によって示されるものであり，変数∬の地  

域間の変動が1戸当り農業所得，経営面積，農機具小売店数との間に対数線型関係があり，こ  

れらの変数によっておよそ7・3割が説明きれること，β係数より理解されるように変数∬の地  

域間の変動が三つの変数によってほぼ同程度に説明されている。ニつば（17）式によって示され  

るものであり，変数∬の地域間の変動が1戸当り農家所得，基幹従事者1人当り経営面積，農  

機具小亮店数との間に線型の関係があり，これらの変数によっておよそ6．6割が説明されるこ  

と，β係数より理解されるように，変数∬の地域間の変動が農機具小売店数によって極めて多  

く説明されるのに対し，1戸当り農家所得，基幹従事者1人当り経営面積の説明する部分は小  

きい0三つは（18）式によって示されるものであり，変数∬の地域間の変動が1戸当り農業所得，  

基幹従事者1人当り経営面稽，農機具小売店数との間に線型の関係があり，これらの変数によ  

っておよそ6．4割が説明されること，β係数より理解されるように，変数gの地域間の変動を  

説明する程度が三つの変数間で異なり，農機具小売店数，1戸当り農業所得，基幹従事者1人  

当り経営面績の頓に小きくなる。   

24）文献〔9〕参照。  

25）文献〔25〕参照。  

26）標準化回帰係数のもつ意味や計測方法については文献〔1〕参照。  

27）回帰式は線型と対数線型の南関数塑について計刺されるが，南開数型について回帰式が得られた場合  

には決定係数の高いものについて検討を加えた。なお参考までに決定係数の低いものについても示し  

た。以下∂′，茸についても同様である。  
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5．む  す  び  

以上，わが国の動力耕転機の普及過程における三つの局面について観察される地域間の変動  

をLogisticCurveの計測より導出される三つの変数Ip＝0・05，b′′Kによって把握し，これらに  

関する回帰分析を中心に分析を進めてきたが，これらの分析より次のようないくつかの事実を  

要約して示すことができ・る。   

変数g紳。5は（12）式より1戸当り農家所得（弟），農機具小売店数（為），（13）式より10甘当  

り水稲収量（為），農機具」、売店数（薫）によって多く規定されることが明らかになったが，以  

上の結果は同時に変数∠紳05が単に動力耕転機の需要側面を規定する農家所得によって規定  

●● されるのみならずむしろその供給側南を規定する農機具小売店数によってより強く規定きれる  

こと，また，変数∠炉0・05が農家所得というような経済的要因によって規定きれるのみならず  

10α当り水稲収量という技術革新の導入に対する農家の態度を示す非経済的要因によっても規  

定されることを示している。   

変数∂′は（14）式より蓄力普及指数（黄），1戸当り経営面積（薫），農家自家用革普及率（為），  

（15）式より非農業所得成長率（凝），経営面積（為）によって多く規定きれることが明らかにな  

ったが，特に（14）式において理解されるように，耐久消費財に対する農家の購入態度を示す代  

理変数としての農家自家用畢普及率（為）が変数∂′を最も強く、規定する要因であること，旧技  

術の哲及のゆきつくした水準を示す畜力普及指数もこれに次いで変数∂′を強く規定する要因  

であり，しかもその偏回帰係数の符号が正であることから示されるように，旧技術の普及水準  

は新技術の普及の速度に対して摩擦として作用するというよりも促進要因として作用している  

ことなどが特に示される。   

変数ガは（16）式から（20）式まで非常に多くの回帰式によって説明されるが，なかでも（16）式  

は説明力が高い。（16）式より変数∬は1戸当り農業所得（gio），1戸当り経営面穫（為2），農  

機具小売店数（為6）によって規定されることが示されたが，これより特に変数∬が他の変数  

毎＝0．鵬，∂′に比較して動力耕転機の需要側面を規定する農業所得（薫0），経営面積（為2）という  

経済的変数に規定されることが多いこと，同時に動力耕転機の供給側面を規定する農機具小売  

店数（為6）によっても多く規定きれることが示される。以上のことは（17）式以下（20）式の多く  

の回帰式によっても，若干の独立変数の内容は変化するがほぼ同様に示される0   

以上，動力耕転機の普及過程に関する本稿の分析の主要な結果を要約して示したが，動力耕  

転機という分割不可能な手段使用的技術革新の普及にとって最も感心のある規模要因との関連  

についてふれておかなければならない。本偶の分析における規模要因は前掲第2真に示した如  

く，変数g㌍0．備については1声当り経営面積（昭和30年）（為），変数∂′については1戸当り  

経営面績（昭和35年）（薫），変数gについて，1声当り経営面積（昭和40年）（動2），華中饉  
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事者1人当り経営面横（昭和卯年）（孝心が肇慮された。これらの規模要因と変数∠紳05，∂′，∬  

との関連を前節の相関係数及び回帰分析の結果から次のように要約して示される。   

変数毎抽壷と経営面積（薫）の間の相関係数は－0．4272で，規模が大きくなると理論的に推  

定きれる普及率が5％になるtimingg野0・05は早くなる関係が認められるが，変数毎0・05の  

分析において考慮された5つの変数の中では最もこの相関関係は弱い。また，回帰分析におい  

て経営面積（為）を有意な変数とする回帰式は得られなかった。   

変数∂′と経営面積（薫）の間の相関係数は0・3618で，規模が大きくなると普及過程における  

調整の速度抑ま大きくなる関係が認められるが，変数∂′について考慮された4つの変数のなか  

で，最もこの相関関係は弱い。他方，回帰分析において経営面横（薫）を有意な変数とする回  

帰式（14）式，（15）式が得られた。これらの回帰式における経営面噴（薫）の偏回帰係数の符号  

はいずれも正で普及過程における調整の速度〝が規模の増大と共に早まる関係が相関係数の場  

合と同様に示されるが，これをβ係数によってみると（14）式及び（15）式いずれにおいても他の  

変数に比較して小きく，したがって，変数∂′と規模要因との回帰関係の弱いことが示きれる。   

変数∬と1戸当り経営面績（為望），基幹従事者1人当り経営面稽（為3）の間の相関係数は  

0・4719，0・4843で，規模が大きい程あらゆる調整の後到達する普及水準∬は高まる関係が認  

められるが変数gについて考慮した7つの変数のなかではこれらの相関関係は1戸当り農業  

所得（弟0），農家所得（為1），農機具小売店数（弟6）に比較して弱い。他方，回帰分析において  

1戸当り経営面積（薫2）を有意な変数とする回帰式（16），基幹従事者1人当り経営面構（弟B）  

を有意な変数とする回帰式（17）・（1軌（19）を得たが，これらの回帰式における変数弟2，為8  

の偏回帰係数の符号は負で相関係数とは逆の結果であること，また，変数為2のβ係数は他  

の変数とほぼ同じ大きさで変数∬を規定しているが変数為3のβ係数は他の変数のそれに比  

較して小きく，これらが変数∬を規定する程度は弱い。   

以上にみるように，動力耕転機の普及過程において三つの変数メガ＝0．鵬，∂′，∬と規模要因と  

の関係は相関係数でみても，また回帰分析においても比較的弱いことが示きれる。換言すれば，  

規模要因は動力耕転機が分割不可能な手段使用的技術革新であるにもかかわらず，その普及過  

程を規定する重要な要因としては作用しないことが示される。   

本稿の分析はZ・GrilichesやE．Mans丘eldの研究を基礎として，わが国の農業において長期  

間観察された動力耕転機と畜力という新・旧技術の併存現象，即ち，「技術進歩のおくれ」に  

関する問題を動力耕転機の普及過程として分析を進めてきた。筆者は同様な方法で府県別デー  

タによる分析を試みているがこれらの結果と合せて今回十分re血eされなかった点の改善に  

努力したいと考えている。多くのご教示をお願いしたい。  

注）なお，欝4節12式～20式中のa，b，Cは回帰係数の有意性検定における有意水準を示すものであり，そ   

れぞれ5％，10％，25％である。  
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